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（図表３） CSR 情報の保証の構成 
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は、保証業務リスク（Assurance engagement risk)33 の程度により、合理的保証業
務（Reasonable assurance engagement）と限定的保証業務（Limited assurance 
engagement）に区分され、合理的保証業務では、業務実施者が、積極的形式による
結論の報告を行う基礎として合理的な低い水準（an acceptably low level）に保証業
務リスクを抑える。これに対して、限定的保証業務では、合理的保証業務の場合より






































































有り 137社 54.8％ 
無し 113社 45.2％ 
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